長建協発第１２３号
平成２０年６月５日
各　支　部　長　様
社団法人　長崎県建設業協会　　　　
会　　長　谷村隆三　　　　
平成１９年度営業所調査結果に基づく建設業法の遵守について

　かねてより、本会業務の円滑な運営等につきましては、格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。

　長崎県土木部において、平成１９年度の営業所調査結果が別紙のとおり取りまとめられましたので、お知らせいたしますとともに、調査結果のうち、特に下記事項については、毎年注意喚起が行われており、同部長より周知徹底依頼がまいっておりますので、今後とも十分留意するよう貴支部会員へご周知・徹底方よろしくお願い申し上げます。
　なお、平成２０年度は、Ｂクラス業者（土木工事業、建築工事業、及び電気工事業）を中心に調査が実施されることとなっており、違反等があった場合には、建設業法に基づく改善指導や監督処分など厳正な対応が行われることとなっておりますことを申し添えます。

記

1． 建設業許可標識の不掲示が散見される。不掲示の営業所にあっては、公衆の見やすい場所に国土交通省令の定める事項を記載した標識を掲示すること。
2． 県に届け出を行っている営業所の住所地と現住所が異なる事例が見受けられる。住所地を変更している場合は、速やかに変更届を提出すること。
3． 公共性のある２，５００万円以上（建築については５，０００万円以上）の工事で、現場に営業所専任技術者を配置している事例が見受けられる。営業所専任技術者は営業所に常駐することとなっているので、兼務することがないよう十分留意すること。
4． 許可を受けた建設業の工種で、営業所専任技術者が退職したまま不在となっている事例が見受けられる。退職等があった場合は、速やかに届出を行うこと。
